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ブラジル労働法の紹介・概説（ブラジルにおける

労働法総論、労働契約、基本的な権利、及び組合

の権利等）を行った 2014 年 4 月 1 日付第一稿記

事に引き続き、本第二稿ではブラジル労働法下に

おける雇用契約の終了及び外国人雇用に関するト

ピックを概説していきます。 

V. 雇用契約の終了 

ブラジルでは通常無期雇用が原則となりますが、

ブラジル労働法下ではいつでも理由なく労働者を

解雇することができます。もっとも、その場合は

労働者に対して一定期間をおいた事前通知（少な

くとも 30 日前になされる必要があり、さらに雇用

年数に応じて 1 年当たり 3 日の事前通知期間が加

算されます。）を行い、また、退職金の支払を行う

ことが必要となります。このように雇用者側には

解雇について裁量が認められていますが、以下の

ような場合には一定の労働者に対する解雇が制限

されています。  

a. 内 部 事 故 防 止 委 員 会 （ Internal Accident 

Prevention Commission：CIPA）の組合リー

ダー及びメンバーについては、CIPA の特定の

組合役員またはメンバーではなくなってか

ら 1 年の間は理由なく解雇することができま

せん。 

b. 妊娠中の労働者については、出産から 5 か月

の間は理由なく解雇することができません。 

c. 事故援助金（accident aid）を受領して休職

中の労働者については、復職から 1 年の間は

理由なく解雇することができません。 

 

また、1943 年統合労働法（Consolidation of Labor 

Laws of 1943）において網羅的に規定されている

一定のケースにおいては、雇用者は以下の理由に

より労働者を解雇する権利があります。 

 違法行為を行ったこと 

 不正または自制を欠いた行為を行ったこと  

 雇用者の許可なく自己または他人の勘定を

用いて競争行為または営業秘密の侵害とな

る事業・取引行為を行ったこと 
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下記の表は各種雇用終了事由毎に支払うべき金員

を記載した簡易表です。なお、この表は労働者の

他の諸権利・利益を想定したものではない点にご

留意下さい。

 
 

終了事由 未払給与 通知期間 賞与（13

番目の給

与） 

割合休暇

＋1/3 増

し給与額 

未消化休

暇＋1/3

増し給与

額 

失業保証

基金

（FGTS） 

FGTS の

40%相当

ペナルテ

ィ額 

辞職（1 年以下

の契約） 
○ × ○ × ○ ○ × 

辞職（1 年超の

契約） 
○ × ○ ○ ○ ○ × 

解雇（理由な

し：1 年以下の

契約） 

○ ○ ○ × ○ ○ ○ 

解雇（理由な

し：1 年超の契

約） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

解雇（理由あ

り：1 年以下の

契約） 

○ × × × × ○ × 

解雇（理由あ

り：1 年超の契

約） 

○ × × ○ × ○ × 

 

VI. 外国人雇用 

外国人を雇用しようとする会社はブラジル労働省

に当該外国人にかかる就労ビザの申請を行わなけ

ればなりません。就労ビザまたは雇用契約に基づ

いたビザはブラジルの会社が有償の労務提供を行

おうとする外国人を雇用する場合に必要となりま

す。かかる点に関しては、3 人以上の従業員を雇

用している会社においてはそのうちの 2/3 以上が

ブラジル人従業員でなければならないという点に

留意が必要です。 

 

就労ビザの当初の有効期間は 2 年までとされてい
ブラジル・サンパウロ大学 
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ますが、(1) 2 年間の延長または (2) 一時就労ビザ

から永住ビザへの変更があり得ます。なお、いず

れの場合においても雇用契約は無期雇用となりま

す。 

 

ブラジルにおいて労務提供が行われる外国人との

雇用契約はブラジル法の規律を受けることになり

ます。雇用契約においては、ブラジル法規との関

係でより労働者に有利となるような点についての

み外国法に関連した条項（例えば、より長い休暇

期間や多額の賞与の定め等）を定めることができ

ます。 

 

役 員 、 取 締 役 、 ア ド ミ ニ ス ト レ ー タ ー

（administrator：従業員の役職であり、通常は定

款により選任される会社の代表者を指します。）を

対象とするビザの場合、ビザ取得の要件として、

ブラジルにおいて設立された会社は以下の最低額

の投資／出資を受ける必要があると法律上定めら

れています。 

 

 600,000 レアル（外国人一人あたり） 

 150,000 レアル＋ビザ発行から 2 年以内に 10

人分のブラジル人労働者のための新しい雇

用を創出すること（外国人一人あたり） 

 

ブラジル在住の外国人は、ブラジル連邦憲法及び

法律に基づき、ブラジル国民に保障されている全

ての労働関係に関する権利を享受することができ

ます。 

 

なお、観光ビザ、乗継や一時ビザによるステータ

スを有するに過ぎない外国人や一時ビザ保有者の

家族等については、稼得活動を行うことが禁止さ

れている点に留意が必要です。 

 

以上 
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